
Again市町村アカデミー 講義

x１　はじめに～災害と個人情報

　個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報

保護法」という。）は、その目的を「個人情報を取

り扱う事業者及び行政機関等についてこれらの特

性に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに…

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益

を保護すること」であると定める（個人情報保護

法第１条）。個人情報保護法の一般的解説は省略

するが、2023年の改正法施行により、数千以上の

個人情報保護条例が原則廃止となり個人情報保護

法に統合される大転換期を迎えることになる。災

害直後の人命救助や事前の災害時要配慮者対策、

災害ケースマネジメントの実践等のためには自治

体が保有する個人情報の提供や公表が欠かせない。

すなわち、危機管理政策の推進のためには、「災害

と個人情報」をめぐる政策法務技術の習得が欠か

せないのである。

２　災害時要配慮者対策の条例整備が急務

（１）避難行動要支援者名簿

避難行動要支援者（要配慮者のうち災害が発生

し又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避

難することが困難な者であって、その円滑かつ迅

速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの）

の避難の支援、安否の確認、その他の避難行動要

支援者の生命又は身体を災害から保護するために

必要な措置（避難支援等）を実施するための基礎

とする名簿を「避難行動要支援者名簿」という。

基礎自治体に法的作成義務があることは2013年改

正の災害対策基本法で明記されるに至った（災害

対策基本法第49条の10第１項）。なお、要配慮者と

は、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を

要する者（同法第８条第２項第15号）をいう。

名簿作成にあたっては、行政機関が保有する既

存情報・潜在情報（住民の個人情報を含む名簿に

記載すべき情報）を、本人同意なくして目的外利

用したり、都道府県から外部提供を受けたりする

ことができる（災害対策基本法第49条の10第３項

及び第４項）。個人情報の外部提供や第三者提供

の根拠が災害対策基本法に明記されていることを

考えれば、躊躇なく当該情報を共有・利活用しな

ければならないといえる。

また、名簿に記載された情報（名簿情報）は、災

害が発生し又は災害発生するおそれがある場合に

は、避難支援等関係者（自治会町会、社会福祉協

議会、民生委員・児童委員、自主防災組織、消防

部局、都道府県警察等が想定される）に対して、本

人同意を得ることなく提供することができる（災

害対策基本法第49条の11第３項）。これは個人情

報保護法制の理解からすれば当然のことを述べて

いるだけであるが、現場での混乱を避けるべく、災

害対策基本法で上乗せをして解釈の統一を図った

ものである。

自治体の個人情報保護と利活用
～地域における危機管理対策～
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さらに重要なポイントは、災害対策基本法は、避

難行動要支援者名簿作成義務に止まらず、名簿情

報を災害発生前の平時段階から避難支援等関係者

へ提供しておくことを基礎自治体に求めている点

である（同法第49条の11第２項）。ただし、そのた

めには基礎自治体が名簿情報提供について本人同

意を得るか、本人同意を得なくても平時からの情

報提供が可能となる「条例」を策定することが必

要だとしている。この「条例」は、個人情報保護

条例廃止前であれば、自治体は既存の個人情報保

護条例のどこかの条文にあてはめて事前共有する

という手法もあり得たが（たとえば個人情報保護

法審議会の答申を要件として第三者提供を認める

条項等が代表的だった）、「個人情報保護条例」が
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廃止になる2023年以降は、個人情報保護条例以外

で、名簿情報の平時共有を認める条例（いわば独

自条例）を策定することが必須措置となる。

個人情報保護条例が廃止されることに伴い、原

則として、災害時の避難行動要支援者名簿（個別

避難計画を含む）の事前共有のためには、同意の

ほかは、自治体が独自に「条例」策定することが

必要である。なお、これに関連して、改正個人情

報保護法の施行によって、これまで「審議会の答

申」の方式によって避難行動要支援者名簿情報の

平時からの関係支援機関等との共有を実現してき

た基礎自治体が、平時からの共有の正当性を失っ

てしまいかねないという論点がある。この点につ

いては筆者が2021年度及び2022年度の内閣府「防

災分野における個人情報の取扱いに関する検討

会」委員として課題を指摘し、その結果、個人情

報保護委員会及び内閣府（防災担当）において対

応策が検討され、既存の審議会の答申による平時

共有が改正法施行後も有効に機能すると解釈する

考え方が示されることになったので、今後の動向

を注視いただきたい。

（２）個別避難計画

個別避難計画とは、名簿情報に係る避難行動要

支援者ごとに、当該避難行動要支援者について避

難支援等を実施するための計画であり、自治体に

は、対象者の同意を得て個別計画を作成する努力

義務が課せられている（災害対策基本法第49条の

14第１項）。また、災害対策基本法の規定により、

個別避難計画を作成するにあたっては基礎自治体

が保有する個人情報を目的外利用したり都道府県

から外部提供を受けたりすることが認められてい

る。さらに、災害が発生した場合等においては、本

人の同意が無くても個別避難計画情報を避難支援

等関係者へ外部提供することができる（同法第49

条の14第４項及び第５項、同法第49条の15第３項）。

災害対策基本法は、名簿情報と同じく、個別避

難計画情報について、本人及び避難支援等実施者

の同意を得る方法か、本人同意がなくても基礎自

治体において当該情報の外部提供を認める独自条

例を策定する方法かによって、平時から避難支援

等関係機関に対して情報共有することを求めてい

る（災害対策基本法第49条の15第２項）。「災害」

という場面だけに殊更に特化すると、部局を横断

した対応が却って阻害され、硬直的な運用になり

かねない。自治体は平時からの見守り活動や災害

対策にも個別避難計画情報を活用すべく、積極的

に見守りや孤立防止目的も含むような防災条例を

策定することが求められる。

（３）名簿情報等の平時からの共有事例

避難行動要支援者名簿や個別避難計画に記載さ

れた情報を事前に避難支援等関係者へ共有するに

際して、本人同意の手法にのみ頼るのは誤りだと

指摘しておきたい。日々刻々と変化する要配慮者

名簿や対象者についてリアルタイムで把握して同

意を取り付けることや、人口が多ければ多いほど

数を増す要配慮者の同意を常に全員分揃えること

など不可能といわねばならない。

そこで、前述のように、同意を得ていない場合で

も、避難行動要支援者名簿等を基礎自治体が作り上

げた時点で、直ちに、平時から個人情報の共有が可

能となる条例を基礎自治体が独自に整備すること

が必須となる。具体的には、既存の災害関連条例

を追加改正する方法又は名簿情報や個別避難計画

情報の平時共有を認める新規の条例を制定する方

法が考えられる。

例をひとつ挙げると、千葉市は2013年の災害対

策基本法の改正を受けて、新たに「千葉市避難行

動要支援者名簿に関する条例」を策定し、次の条

項を置いて、原則として本人同意がなくても平時

から避難関係支援者等に名簿共有ができるように

整備している。そのほか、先進的に整備した自治

体としては、渋谷区、横浜市、神戸市など数十の

自治体がある。
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（名簿情報の提供）

第５条 

１　市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実
施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、前
条第１項の規定により作成した避難行動要支援者
名簿に記載し、又は記録された情報（以下「名簿
情報」という。）を提供するものとする。
２　前項の規定にかかわらず、市長は、避難行動
要支援者が、規則で定める方法により、名簿情報の
提供の拒否を申し出たときは、当該避難行動要支援
者に係る名簿情報の提供をすることができない。
３　市長は、災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合において、避難行動要支援者の生命又
は身体を災害から保護するために特に必要がある
と認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度
で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情
報を提供することができる。この場合において、
前項の規定は、適用しない。

千葉市避難行動要支援者名簿に関する条例

３　安否情報の照会

災害発生時において、外部から安否情報（当該

災害における被災者の安否に関する情報）につい

て照会があったときは、都道府県や市町村はそれ

に回答することができる（災害対策基本法第86条

の15第１項）。回答を適切に行うために、当該自治

体が保有する情報を目的外利用したり、他の行政

機関から外部提供を受けて情報収集したりするこ

とも認めている（災害対策基本法第86条の15第３

項及び第４項）。救援には、国（自衛隊等）、都道

府県（警察組織）、自治体（消防組織）、民間（消

防団や家族等）など多様な主体が関わっている。し

たがって、都道府県及び市町村は安否照会に効率

的かつ適時に対応できるようこれらの救援関係者

とリアルタイムで情報を共有しておくことが不可

欠である。安否照会窓口を整備するとは、すなわ

ち部局や機関を超えての情報共有体制の構築を意

味するのである。

４　安否不明者の氏名公表

救援救護を待つ安否不明者自身や、救援救護の

任にあたる救助関係者の生命・身体の保護を考慮

すれば、行政機関側が保有している安否不明者の

氏名は速やかに報道機関等を通じて公表周知し、

少しでも安否不明者となっている者を減らすこと

が最優先課題である。なお、「安否不明者」とは、

当該災害が原因で所在不明等の行方不明者となる

疑いがある者をいう。改正後の個人情報保護法で

は、行政機関が保有する個人情報については、本

人の同意が無くても「本人以外の者に提供するこ

とが明らかに本人の利益になるとき、その他保有

個人情報を提供することについて特別の理由があ

るとき」には、目的外利用と外部提供が認められ

るとされている（改正個人情報保護法第69条第２

都
道
府
県
・
市
町
村

被災者の安否情報

関係機関から収集
（85の15Ⅳ）

保有情報の目的外利用
（85の15Ⅲ）

照会への回答（提供）
（85の15Ⅰ）

災害対策基本法をもとに筆者作成
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項第４号）。この条項の適用に躊躇してはならない。

内閣府は、2021年９月「災害時における安否不

明者の氏名等の公表について」（府政防第972号）

を公表した。ここでは、都道府県や市町村に対し、

「災害が発生した際、人命の救助活動の効率化・円

滑化に氏名等公表が資する場合があることや、発

災当初の 72 時間が極めて重要な時間帯であるこ

とを踏まえ、氏名等公表の可否や判断基準、氏名

等公表及びその結果寄せられた安否情報の確認・

共有に係る一連の手続き等について、市町村や関

係機関と連携の上、平時から検討」しておくこと

や、「氏名等公表については、各地方公共団体がそ

れぞれの個人情報保護条例に照らしてその可否を

判断することとなるが、その際、安否不明者の氏

名等公表を行うことにより安否情報の収集等を行

い、救助活動を効率化することが重要な場合にお

いては、氏名等公表は、人の生命又は身体の保護

のため緊急の必要があるときの個人情報の提供と

考えられることから、それを踏まえて個人情報保

護条例に定める個人情報の利用及び提供制限の例

外規定の適用を検討」しておくことを求めている。

そして、「氏名等公表の対象者について、配偶者か

らの暴力（DV）やストーカー行為の被害者等の所

在情報を秘匿する必要がある者が不利益を被らな

いよう、都道府県関係部局及び域内市町村と平時

から公表時の取扱いについてあらかじめ決めてお

くなど十分な調整を図る」などの対応も求めてい

る。

災害時の安否不明者の氏名公表は、当事者の個

人情報保護という論点のみに囚われず、救援関係

者や安否不明者の家族・所属組織関係者らの生

命・身体の安全にもかかわる問題であることを認

識する必要がある。都道府県及び市町村では、災

害発生後から72時間までの救援救護の可能性を意

識したうえで、時系列を明確にした速やかな氏名

公表をするための指針として、「氏名公表タイムラ

イン」を各々整備しておくことが不可欠である。

５　被災者台帳と災害ケースマネジメント

（１）被災者台帳

基礎自治体において、災害時の被災者の援護を

総合的かつ効率的に実施するための基礎となる台

帳を「被災者台帳」という（災害対策基本法第90

条の３第１項）。被災者の属性や手続支援情報な

どの履歴を台帳に記録・蓄積することで、漏れや

重複のない支援を実施するための基礎情報として

参照することができる。被災者のひとりひとりの

被災状況や環境に応じて個別の生活再建支援を実

施することを目的とした「災害ケースマネジメン

ト」の実施には、この被災者台帳のしくみを利用

することが欠かせない。被災者台帳作成にあたっ

ては、基礎自治体が保有する既存の個人情報の目

的外利用や都道府県が保有する情報の提供を求め

ることができる（災害対策基本法第90条の３第３

項及び４項）。

被災者台帳に記録された情報（台帳情報）は、基

本的には個人情報に該当するが、基礎自治体内で

被災者支援のために目的外利用したり、支援を行

うために他の行政機関と情報の外部提供・相互共

有したりすることができる（災害対策基本法第90

条の４第１項）。

 （２）被災者台帳の利活用事例

災害対策基本法に基づく被災者台帳制度が最初

に活用された事例として、2013年11月に東京都大

島町で起きた大規模土砂災害の被災者支援がある。

大島町では死者37名、行方不明者３名という甚大

な被害と多くの家屋被害があった。このため大島

町から島外・都外へ避難する住民も多数に及んだ。

そこで、これらの避難者を追跡して、効果的な被

災者支援は復興支援情報を提供したり、適切な手

続きを遺漏なく進めたりすることが課題になった。

大島町の住民情報（被災者情報）について、そ

れを支援する東京都の担当部署とリアルタイムで

共有し、支援漏れがないかを相互チェックするこ
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とや、東京都からも大島町の被災者へアウトリー

チ支援や情報提供支援などができる体制の構築を

目指したのである。具体的には、大島町と東京都

が相互に情報収集の依頼と情報提供の許諾を行う

書面を取りかわす方法で被災者台帳に基づく情報

共有手続を進めた。被災者台帳制度を利用して、

異なる行政機関で個人情報の共有を実現した第１

号事案となった。

特に、規模が小さく行政の人的物的リソースに

限りのある基礎自治体では台帳情報を都道府県等

と共有することで実質的に被災者支援業務の代行

などを担ってもらうことも可能になる。また、被

災者が他の自治体へ広域避難した時に避難先の自

治体で適切な情報を受け取れるようにするために

も、被災者台帳を作成し台帳情報を共有する施策

が求められる。

６　おわりに～災害復興法学のすすめ

本稿では、災害と個人情報をテーマに、災害関

連の法務や政策の技術について主要テーマを解説

した。個人情報の利活用の場面以外にも、災害時

には様々な新しい事象を都度法律にあてはめて解

釈するという政策法務能力が大いに問われること

になる。なかでも、特に技術習得や考え方を整理

しておくべきテーマとして、①災害救助法の適用

と柔軟運用に関する災害救援法務の知識、②業務

継続計画を強化するための災害と安全配慮義務違

反による損害賠償事例の分析、③被災後の生活再

建のための支援制度の知識の備蓄と防災教育、な

どが挙げられる。いずれも法律を知り、法解釈の

柔軟な解釈を行う知恵を以って臨むことが不可欠

である。それらの勘所を学ぶことこそが、事前の

危機管理対策として重要であり、万一災害が発生

した場合の現場の柔軟な対応力を生み出すのであ

る。災害時には、備えていたことしか役に立たな

いというが、備えていただけでも十分ではない。備

え、それを超え行く知恵が常に求められるが、そ

の拠り所こそ「法律」なのである。
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